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【今月の一言】 

先日、何気なく観ていたアニメに、ふと地元の風景

が映っていて驚きました。気づいた瞬間、嬉しくなっ

て思わず何度も見返してしまいました。登場人物が知

っている場所を歩いているのは不思議な感覚で、誰

かに伝えたくなります。ただ、ちょうどよい相手が思

い浮かばず、結局家族に連絡してしまいました。ほん

の一瞬のシーンでしたが、ちょっとした話のタネには

十分です。 （事務員 S） 

それでは今月もベイヒルズSR通信をお届けいたし

ます。 

日本年金機構から公表された 

19歳以上 23歳未満の被扶養者認定

要件変更の案内とＱ＆A 

◆被扶養者認定における年間収入要件の変更 

2025 年度税制改正において、19 歳以上 23 歳

未満の親族等を扶養する場合における特定扶養控除

の要件の見直し等が行われました。これを踏まえ、扶

養認定を受ける者（被保険者の配偶者を除く）が 19

歳以上 23歳未満である場合の年間収入要件の取扱

いが変わり、日本年金機構のホームページでは、変更

内容の案内やＱ＆Ａを公表しています。 

◆19 歳以上 23 歳未満の年間収入要件が「150

万円未満」に 

扶養認定日が2025年 10月 1日以降で、扶養認

定を受ける者が 19 歳以上 23 歳未満の場合は、現

行の要件である「年間収入130万円未満」が「年間収

入 150万円未満」に変更になります。「年間収入要件」

以外の要件に変更はありません。 

年齢要件（19 歳以上 23 歳未満）は、扶養認定日

が属する年の 12 月 31 日時点の年齢で判定されま

す。 

◆Ｑ＆Ａ 

日本年金機構のＱ＆Ａでは、以下のようなこと

が示されています。 

⚫ あくまで年齢によって判断され、学生である

ことの要件は求めない。 

⚫ 年間収入が150万円未満かどうかの判定は、

従来と同様の年間収入の考え方により判定さ

れる。具体的には、認定対象者の過去の収入、

現時点の収入または将来の収入の見込みなど

から、今後 1年間の収入を見込むこととなる。 

⚫ 2025年10月1日以降の届出で、2025年

10 月 1 日より前の期間について認定する場

合、19 歳以上 23 歳未満の被扶養者にかか

る年間収入の要件は 130 万円未満で判定す

る。 

同内容は従業員への周知も必要になりますの

で、よく確認しておきましょう。 

【出典】 

日本年金機構 「19 歳以上 23 歳未満の方の被

扶養者認定における年間収入要件が変わります」 

出生後休業支援給付および育児時

短就業給付の利用状況について 

厚生労働省から「雇用保険制度の主要指標」が

公開され、雇用保険法の改正により 2025年 4

月から新設された出生後休業支援給付および育

児時短就業給付の受給者数と支給金額が明らか

となりました。 

◆出生後休業支援給付金とは 

共働き・共育てを推進するため、子の出生直後

の一定期間に、両親ともに（配偶者が就労してい

ない場合などは本人が）14日以上の育児休業を

取得した場合に、最大 28日間支給します。 

支給額は、原則として休業開始時賃金日額の

13％相当額を、休業期間の日数分（28 日が上

限）です。育休中は健康保険料・厚生年金保険料

が免除され、育児休業給付金は非課税のため、

出生時育児休業給付金または育児休業給付金で

支給される休業開始時賃金日額の 67％と併せ

て手取り 10割相当の給付となります。 

◆育児時短就業給付金とは 

仕事と育児の両立支援の観点から、育児中の

柔軟な働き方として時短勤務制度を選択しやす

くすることを目的に、2歳に満たない子を養育す

るために時短勤務（以下「育児時短就業」といい

ます。）した場合に、育児時短就業前と比較して

賃金が低下するなどの要件を満たすときに支給

する給付金です。 

支給額は、原則として育児時短就業中の各月

に支払われた賃金額の 10％相当額です。 

◆出生後休業支援給付の受給者数と支給金額 

・4月： 125人 2,941,000円 

・5月： 3,842人 129,876,000円 

・6月： 11,379人 411,681,000円 

◆育児時短就業給付の受給者数と支給金額 

・4月： - -  

・5月： 840人 11,144,000円 

・6月：14,369人 292,963,000円 

※育児時短就業給付については、初回の支給申

請が2025年5月以降に行われるため、2025

年 4月の支給実績はありません。 

申請する可能性がある場合に備え、制度の理

解や書類の整備を進めておきましょう。 

【出典】 

厚生労働省 「2025年4月から「出生後休業支

援給付金」を創設しました」 

厚生労働省 「2025年4月から「育児時短就業

給付金」を創設しました」 

厚生労働省 「雇用保険制度の主要指標」 

10月の税務と労務の手続 

［提出先･納付先］ 

10日 

 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降採用した労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

31日 

 個人の道府県民税・市町村民税の納付 

＜第 3期分＞ ［郵便局または銀行］ 

 労働者死傷病報告の提出 

＜休業 4日未満、7月～9月分＞ 

  ［労働基準監督署］ 

 健保・厚年保険料の納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 健康保険印紙受払等報告書の提出 

  ［年金事務所］ 

 労働保険料の納付＜延納第 2期分＞ 

  ［郵便局または銀行］ 

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 ［公共職業安定所］ 

 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

  ［公共職業安定所］ 
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